
様式第107号(1)（別表第1関係）

※ 

※ 
令和 4 年 8 月 1 日

： □　建物の貸付け等の現況すべて

： □　異動箇所のみ　　　　　　　　　　　を申告します。
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「事業所用家屋の貸付け等申告書」 の記載例

備考　この申告書を提出する場合は、家屋の平面図等を添付してください。なお、既に当該家屋の平面図等を提出して
いる場合は必要ありません。

建    物    付    属    の    屋    内    駐    車    場    面    積
( １ 台 当 た り の 駐 車 面 積 が お お む ね 等 し い 場 合 ) 100.00 ㎡　　

⑪    に    係    る    駐    車    場    の    収    容    台    数 10 台

住    居    用    そ    の    他    部    分    の    床    面    積 100.00 ㎡　　

特 定 防 火
対 象 物 で
あ る 場 合

消    防    用    設    備    等    に
係    る    共    用    床    面    積

非　 課 　税 　以 　外 　に 　係 　る 　共 　用 　床 　面 　積
（　 按 　分 　対 　象 　と 　な 　る 　共 　用 　床 　面 　積 　） 300.00

㎡　　

㎡　　

㎡　　

非 　課 　税 　に 　係 　る 　共 　用 　床 　面 　積 300.00 ㎡　　

100.00

50.00 ㎡　　

防災に関する施設等
に係 る共用床面積

全部非課税 100.00 ㎡　　

１／２非課税 50.00

⑥   ～   ⑧   以   外   の   非   課   税   施   設
等    に    係    る    共    用    床    面    積

事　　 　業　 　　所　　 　等　　 　専　　 　用　　 　床　　　 面　 　　積 1,400.00 ㎡　　

②　  に 　 係 　 る 　 共 　 用 　 部  　分  　の 　 床 　 面 　 積 600.00 ㎡　　

防火対象物
の用途番号 　１６－イ（複合用途防火対象物）

家　　　　　屋　　　　　の　　　　　延　　　　　床　　　　　面　　　　　積
（　　　　②　　　　＋　　　　③　　　　＋　　　　　⑩　　　　＋　　　　⑪　　　　） 2,200.00 ㎡　　

 　　　 さいたま市市税条例第１４８条　〔 第２項 ・ 第３項 〕　の規定により、次のとおり申告します。

（第３項）　異動の申告の場合 　

建物の名称 浦和物販ビル

構造・階数 鉄骨造・地上3階地下1階 用　　　　途
〔建物の種類〕 事務所・店舗

家屋の所在地
住居表示：

（ 地番（家屋番号）：

さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

事業所税  事業所用家屋の貸付け等申告書

申
　
　
告
　
　
者

住所（本店所在地） 　さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１

（フリガナ）
氏 名（名 称）

さいたま株式会社
 ※個人の場合、本人が手書きしないときは、記名押印してください。

法人番号 １２３４５６７８９０１２３

（フリガナ）
代表者氏名 埼玉

サイタマ

　太郎
タロウ

 ※代表者が署名しない場合は、記名押印してください。

　　　（宛先）さいたま市長
この申告に応答
する者の氏名 大門　一郎

電話番号

048-646-XXXX

受付印

新規提出は 「第２項」 、
変更提出は 「第３項」 に
〇印をします。

固定資産税の課税対象床
面積の合計です。

共用（階段、廊下、トイレ、
機械室等）、及び居住専用
以外の床面積を記載しま
す。

入居している事業者全部
で共用して使用している非
課税施設（福利厚生施設
等）の面積を記載します。

課税対象の共用（⑤に係る
もの以外）の床面積を記載
します。

居住用に利用されている

面積を記載します。

※休憩室は含まれません。

※事業用に供されている

場合も含まれません。

建物が特例防火対象
物であった場合に、消
防用設備等及び避難
施設等に該当して非
課税となる共用床面
積を記載します。

※通常オフィスビル、
倉庫、工場などは該
当しません。（特定防
火対象物ではありま
せん。）

１台当たりの駐車区
画がおおむね同じ面
積の場合、屋内の駐
車場の床面積 （駐車
部分と車路部分の合
計）を記載します。

代表者が自署する場合
には押印は不要です。


